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　１.　ＢＣＰとは

　　大地震等の自然災害、感染症のまん延、テロ等の事件、大事故、サプライチェーン(供給網)の途絶、

　突発的な経営環境の変化など不測の事態が発生しても、重要な事業を中断させない、または中断して

　も可能な限り短い期間で復旧させるための方針、体制、手順等を示した計画のことを事業継続計画

  (Business Continuity Plan、BCP)と呼ぶ。

　　計画の策定にはさまざまなリスクによって、どのような被害を受けるかを検討し、重要業務が現状

　ではいつまでに復旧できるか(=現状で可能な復旧時間)、どのぐらいの業務水準で継続･復旧できるか

  (＝現状で可能な復旧レベル)を推定するという手順が一般的である。

  リスクの洗い出しにはリスクマッピングなどを利用する。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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　２.　ＢＣＰの目的

　　ＢＣＰによって達成すべき目的の柱は、重要事業の継続または早期復旧である。

  ＢＣＰの初期段階においては業務拠点の建物や設備の被害抑止･軽減(減災)や建物の機能の確保が

  重要となる。

　　総合建設業ではクライアントのＢＣＰを読み解き、合理的な計画を提案する。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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　３.　商用電力停止時の電力確保（マイクログリッド技術の応用例）

　３－１.　マイクログリッドとは

　　マイクログリッドは、CERTS（The Consortium for Electric Reliability Technology Solutions：

  電力供給信頼性対策連合）によって提唱された技術である。

  CERTSではマイクログリッドを以下のように定義している。

①複数の小さな分散型電源と電力貯蔵装置、電力負荷がネットワークを形成する一つの集合体

②集合体は系統からの独立運用も可能であるが、系統や他の「マイクログリッド」と適切に

  連系することも可能。

③需要家のニーズに基づき、設計・設置・制御される。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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【資料－１】 BCP対応へのマイクログリッド化の考え方

マイクログリッド技術のＢＣＰへの応用
商用電力停電時の優先度に応じて、ある一定の需要地内で複数の自然変動電源や制御可能電源を組
合わせて制御し、電力の安定供給を可能とすることができる。
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　３－２.　商用電力停止時の電力確保例

（マイクログリッド技術導入例）

　３－３.　商用電力停止時の電力確保のポイント

　・非常時に必要な電源容量を予め想定し、持続可能なエネルギーを効率的に組み合わせることで、

　　最適なエネルギー供給網を構築することが計画する際のポイントである。

　・マイクログリッド技術を活用した電力供給網を構築することは、ＢＣＰ対策に有効である。

　・持続可能なエネルギーについては、太陽光発電システムの他に再生可能エネルギーの代表格で

　　ある風力、水力、バイオマス発電等の利用も費用を含めて検討する。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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■需要施設
・電力供給：常滑市役所、常滑浄化センター
・熱供給：プラント内、常滑浄化センター

出典)新エネルギー等地域集中導入技術ガイドブック 平成20年9月

独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構



　４　自然エネルギーの組み合わせ利用による執務環境の確保

　４－１.　エネルギーを巡る状況の変化

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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【資料－２】 組み合わせ利用による執務環境の確保の考え方

出展)資源エネルギー庁資料
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　４－２.　分散型エネルギーの概要

　４－３.　自然エネルギーを組み合わせたＢＣＰ事例

　４－４.　災害に強い建物を構築するためのポイント

・自然エネルギーを積極的に取り入れたＢＣＰ計画を作成するためには、ＺＥＢの考え方を組

　み合わせた方が良い。

・ＺＥＢを実現させるために、エネルギーマネジメントシステムを導入し、集中型エネルギー

　供給システムから分散型エネルギー供給システムを活用する事が最適である。

・再生可能エネルギーの地中熱の利用も検討する。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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出展)資源エネルギー庁資料より

出展)竹中工務店



　５.　ＢＣＰ対応要因と帰宅困難者に対応する水の確保

　５－１.　断水時における給排水設備の考え方

　５－２.　災害時における断水と停電の発生状況図
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【資料－３】 断水時における給排水設備確保の考え方
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災害時の水を検討する際に、従来は飲料水は上水系技術者が検討を行い、汚れた水は下

水系技術者が検討を行うことが多かった。しかしながら、人間活動においては水を使えば、

必ず汚れた水は発生する。その為、連携して検討しなければならないことを最近の災害で

認識することになった。

出典)内閣府中央防災会議資料、国土交通省水資源部調べの

もとに国土交通省水資源部作成から引用(東日本大震災時)
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　５－３.　災害時における給排水設備システム

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません

資　　料

日建連

災害時には水インフラ施設も甚大な被害を受け、断水日数が長期に及んでいる状況にあっ
た。5-2の資料にもあるように断水と停電が複合して発生した際に、建物独自で整備すべき給

排水設備がある。

給水設備の機能を維持する為の信頼性の向上配管系統を複数化,バイパス化により
破損リスクを分散し、給水機能を維持する。

給水配管の破損リスクを防いだ上で、給水ポンプの 電源確保を行う。停電を考慮し、
非常用発電機による保安電力確保を行う。

在館者等の一時的な退避や最低限の避難生活を担保することが出来ない場合、大きな混乱
が 予想される。特にトイレ、生活用水は最も重要な課題となる。

出典)大規模建築物の給排水設備等における防災対策技術(平成22年4月)

財団法人日本建築防災協会

※トイレの洗浄水の独立系統化(例)

■給水機能の維持



　６.　情報の発信・収集を可能とする通信インフラの確保

通信・情報の確保として、複数化することが重要になる。

総合建設業としては、建物利用者、建物居住者や帰宅困難者への情報発信を行うことで、

被害低減できる建物を提案する。

　６－１.　活用事例

(1) 防災センターに一元管理し、非常放送設備、監視カメラ設備を活用し、デジタルサイネージ

にて避難・誘導を行う。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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【資料－4】 停波・通信規制における通信・情報確保の考え方
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(2) インターホン設備を活用し、全住戸,棟別,グループ別に放送し、避難・誘導する。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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